
平成16年11月 4日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社 ハ マ キ ョ ウ レ ッ ク ス 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 903 7 本社所在都道府県 静 岡 県

（ＵＲＬ http://www.hamakyorex.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 大 須 賀 　 正 孝
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役 管 理 本 部 長
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中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月  4日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年 12月  8日 単元株制度採用の有無 有（１単元    100株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期        9,235    20.2         681    15.9         709    17.9
15年 9月中間期        7,684    23.3         588    20.9         601    22.5

16年 3月期       15,970－        1,338－        1,356－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期          413    24.7          57.36
15年 9月中間期          331    38.9          46.02

16年 3月期          736－          97.69

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期      7,205,400株 15年 9月中間期      7,205,520株
16年 3月期      7,205,500株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期          10.00－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           7.50－

16年 3月期 －          18.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       13,669        6,517     47.7        904.50
15年 9月中間期       12,712        5,845     46.0        811.24

16年 3月期       12,550        6,218     49.6        858.52

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期      7,205,360株 15年 9月中間期      7,205,520株
16年 3月期      7,205,400株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期            640株 15年 9月中間期            480株
16年 3月期            600株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       19,000       1,530         850         10.00         20.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         113円28銭

※ 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 し て い ま す 。
※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ
り ま す 。 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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    中中中中    間間間間    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表        

             （単位:千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 

（平成15年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日現在） 科 目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金  675,433  1,001,791  517,140  

２ 受取手形  57,115  67,013  53,653  

３ 営業未収金  1,824,207  2,257,233  1,962,289  

４ たな卸資産  9,737  8,937  8,585  

５ その他  167,461  192,167  164,728  

貸倒引当金  △3,544  △6,989  △3,070  

流動資産合計  2,730,410 21.5 3,520,154 25.8 2,703,325 21.5 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物 ※２ 4,871,619  4,616,659  4,737,451  

(2) 土地 ※２ 3,480,058  3,871,807  3,480,058  

(3) その他  576,199  504,973  533,672  

有形固定資産合計  8,927,877  8,993,441  8,751,182  

２ 無形固定資産  104,474  120,691  118,467  

３ 投資その他の資産  949,436  1,046,820  989,435  

貸倒引当金  △15  △12,002  △12,014  

投資その他の資産合計  949,420  1,034,818  977,420  

固定資産合計  9,981,772 78.5 10,148,950 74.2 9,847,070 78.5 

資産合計  12,712,182 100.0 13,669,105 100.0 12,550,396 100.0 
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             （単位:千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 

（平成15年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日現在） 科 目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形  25,881  28,840  36,547  

２ 営業未払金  1,203,742  1,507,308  1,191,762  

３ 短期借入金 ※２ 2,976,824  2,680,808  2,633,624  

４ 未払金  417,445  483,628  412,297  

５ 未払法人税等  277,000  298,700  397,000  

６ 未払消費税等 ※３ 69,038  66,400  100,250  

７ 賞与引当金  117,334  132,208  117,717  

８ その他  70,382  69,444  49,296  

流動負債合計  5,157,648 40.6 5,267,339 38.5 4,938,495 39.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金 ※２ 1,322,934  1,438,792  975,122  

２ 退職給付引当金  197,828  239,538  220,492  

３ 役員退職慰労引当金  135,457  153,260  144,360  

４ その他  52,939  52,939  52,939  

固定負債合計  1,709,158 13.4 1,884,529 13.8 1,392,913 11.1 

負債合計  6,866,807 54.0 7,151,869 52.3 6,331,409 50.4 
       

(資本の部)       

Ⅰ 資本金  1,725,500 13.6 1,725,500 12.6 1,725,500 13.8 

Ⅱ 資本剰余金        

  資本準備金  1,633,005  1,633,005  1,633,005  

資本剰余金合計  1,633,005 12.8 1,633,005 12.0 1,633,005 13.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  48,019  48,019  48,019  

２ 任意積立金  1,977,858  2,521,313  1,977,858  

３ 中間(当期)未処分利益  438,743  551,239  790,030  

利益剰余金合計  2,464,622 19.4 3,120,572 22.8 2,815,909 22.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  23,146 0.2 39,504 0.3 45,769 0.4 

Ⅴ 自己株式  △898 △0.0 △1,345 △0.0 △1,196 △0.0 

資本合計  5,845,375 46.0 6,517,236 47.7 6,218,986 49.6 

負債・資本合計  12,712,182 100.0 13,669,105 100.0 12,550,396 100.0 
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    中中中中    間間間間    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書        
             （単位:千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 営業収益  7,684,437 100.0 9,235,064 100.0 15,970,493 100.0 

Ⅱ 営業原価  6,847,353 89.1 8,270,454 89.6 14,146,984 88.6 

営業総利益  837,083 10.9 964,609 10.4 1,823,508 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  249,022 3.2 282,966 3.0 485,403 3.0 

営業利益  588,060 7.7 681,642 7.4 1,338,105 8.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 59,808 0.7 51,423 0.6 108,572 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 46,073 0.6 23,773 0.3 90,509 0.6 

経常利益  601,795 7.8 709,292 7.7 1,356,168 8.5 

Ⅵ 特別損失  30,601 0.4 14,962 0.2 59,598 0.4 

税引前中間(当期)純利益  571,194 7.4 694,330 7.5 1,296,570 8.1 

法人税、住民税及び事業税 ※３ 279,393  291,164  624,964  

法人税等調整額 ※３ △39,771  △10,152  △65,294  

差引(又は計)  239,622 3.1 281,011 3.0 559,669 3.5 

中間(当期)純利益  331,572 4.3 413,319 4.5 736,900 4.6 

前期繰越利益  107,171  137,920  107,171  

中間配当額  ―  ―  54,041  

中間(当期)未処分利益  438,743  551,239  790,030  
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    中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項     

１１１１．資産の評価基準及び評価方法．資産の評価基準及び評価方法．資産の評価基準及び評価方法．資産の評価基準及び評価方法    

(1) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 

 その他有価証券 
  時価のあるもの  … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
           （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの  … 移動平均法による原価法    

(2) たな卸資産 

 商      品  …  売価還元法による原価法 
 貯   蔵   品  …  最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法２．固定資産の減価償却の方法２．固定資産の減価償却の方法２．固定資産の減価償却の方法    
(1) 有 形 固 定 資 産 … 定率法 
 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によってお
ります。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 建 物  21～31年 
 そ の 他  ４～12年 

(2) 無 形 固 定 資 産 … 定額法 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 ソ フ ト ウ ェ ア  ５年 
 （自社利用分） 

３．３．３．３．引 当 金 の 計 上 基 準引 当 金 の 計 上 基 準引 当 金 の 計 上 基 準引 当 金 の 計 上 基 準    
(1) 貸 倒 引 当 金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産
更生債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見積額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 
 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると認められる額を計上しております｡ 
 なお、会計基準変更時差異については、平成13年３月期より５年間による按分額を費用処理しておりま
す。 
 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により、翌事業年度から費用処理することとしております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額の100％を計上しております。 

４．４．４．４．リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法    
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．５．５．５．ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法ヘッジ会計の方法    
(1) ヘッジ会計の方法 
 全ての金利スワップ取引について、金融商品会計基準に定める特例処理を行っております。 

(2) ヘッジ手段と対象 
 ヘッジ手段・・・金利スワップ   ヘッジ対象・・・借入金利 

(3) ヘッジ方針 
 金利変動による支払金利の増加リスクを減殺する目的で行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時期及びそ
の後も継続して金利変動による支払金利の増加リスクを完全に減殺するものと想定することができるた
め、ヘッジの有効性の判定は省略しております｡ 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項    
消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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【【【【    注記事項注記事項注記事項注記事項    】】】】 

（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係） 
  前中間会計期間末   当中間会計期間末   前 事 業 年 度 末   

※１．有形固定資産の減価償却累計額※１．有形固定資産の減価償却累計額※１．有形固定資産の減価償却累計額※１．有形固定資産の減価償却累計額 2,979,391 千円 3,307,111 千円 3,133,237 千円 

※２．担保に供している資産※２．担保に供している資産※２．担保に供している資産※２．担保に供している資産    
担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります｡ 

① 担保に供している資産    
 建             物 2,962,206 千円 2,794,038 千円 2,877,466 千円 
 土             地 2,663,835 2,663,835 2,663,835 
 計 5,626,042 5,457,874 5,541,302 

② 上記に対応する債務    
 短 期 借 入 金 2,604,824 千円 2,199,808 千円 2,318,424 千円 
 長 期 借 入 金 1,322,934 938,792 975,122 
 計 3,927,758 3,138,600 3,293,546 

※３．消費税等の取扱い※３．消費税等の取扱い※３．消費税等の取扱い※３．消費税等の取扱い    
   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております｡ 

    ４．保証債務４．保証債務４．保証債務４．保証債務    
関係会社（東海乳菓運輸株式会社）の金融機関からの借入に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 

     180,000 千円 150,000 千円 165,000 千円 
関係会社（有限会社さくら物流）のリース債務に対して次のとおり債務保証を行っております。 

     ― 千円 23,751 千円 ― 千円 
    
（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係） 
  前中間会計期間   当中間会計期間   前 事 業 年 度   
※１．営業外収益の主要項目※１．営業外収益の主要項目※１．営業外収益の主要項目※１．営業外収益の主要項目    

受 取 配 当 金 24,427 千円 36,984 千円 25,234 千円 
受 取 賃 貸 料 23,500 千円 3,335 千円 48,871 千円 

    
※２．営業外費用の主要項目※２．営業外費用の主要項目※２．営業外費用の主要項目※２．営業外費用の主要項目    

支 払 利 息 25,716 千円 22,445 千円 49,614 千円 
賃 貸 料 原 価 18,586 千円 477 千円 37,912 千円 

    
    
※３．中間会計期間に係る法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、当期に※３．中間会計期間に係る法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、当期に※３．中間会計期間に係る法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、当期に※３．中間会計期間に係る法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定していおいて予定していおいて予定していおいて予定してい
る利益処分による圧縮積立金及び特別償却準備金の取崩しを前提としております。る利益処分による圧縮積立金及び特別償却準備金の取崩しを前提としております。る利益処分による圧縮積立金及び特別償却準備金の取崩しを前提としております。る利益処分による圧縮積立金及び特別償却準備金の取崩しを前提としております。 

    
    ４．減価償却実施額４．減価償却実施額４．減価償却実施額４．減価償却実施額    

有 形 固 定 資 産 200,872 千円 199,888 千円 407,571 千円 
無 形 固 定 資 産 4,049 千円 9,066 千円 12,182 千円 

※※※※    記載金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。記載金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。記載金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。記載金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。    
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（（（（リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係    ））））    
              （単位:千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前事業年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

  機 械 
装 置  

車輌・ 
器具他  

ソフト 
ウェア  合 計 

取得価額 
相 当 額  664,245  886,018 259,012  1,809,276

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 410,591  337,876 141,543  890,011

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 253,653  548,142 117,468  919,265

  

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

  機 械 
装 置  

車輌・ 
器具他  

ソフト 
ウェア  合 計 

取得価額 
相 当 額  450,444  963,828 270,560  1,684,833

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 265,355  415,951 173,869  855,176

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 185,089  547,876 96,690  829,657

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

  機 械 
装 置  

車 輌 
運搬具  

工具・ 
器具・ 
備 品 

 ソフトウェア  合 計 

取得価額 
相 当 額 440,895  603,637  344,281  243,953 1,632,766

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

234,274  262,628  140,375  154,213 791,491

期末残高 
相 当 額 206,621  341,009  203,905  89,739 841,275

 
２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年以内 289,363
１年超 647,282
合計 936,645

 

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年以内 279,714
１年超 570,555
合計 850,269

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 274,212
１年超 583,023 
合計 857,235

 
３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 162,428
減価償却費相当額 150,608
支払利息相当額 13,744

 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 163,576
減価償却費相当額 150,367
支払利息相当額 12,933

 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 331,869
減価償却費相当額 308,188
支払利息相当額 27,924

 
４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
 ① 減価償却費相当額の算定方法 
 ……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする
定額法によっておりま
す。 

 ② 利息相当額の算定方法 
 ……リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、
各期への配分方法につい
ては、利息法によってお
ります。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
 ① 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
 
 

 ② 利息相当額の算定方法 
同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
 ① 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
 
 

 ② 利息相当額の算定方法 
同左 
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（（（（有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    ））））    

 前中間会計期間末（平成 15 年 9 月 30 日）、当中間会計期間末（平成 16 年 9 月 30 日）及び前事業年度末（平
成 16 年３月 31 日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 

 
（重要な後発事象（重要な後発事象（重要な後発事象（重要な後発事象    ））））    

 中間決算後に生じた会社の状況に関する重要な事実 
  平成 16 年９月 24 日開催の取締役会決議に基づき、平成 16 年 10 月 25 日付で近鉄物流株式会社の株式 86.55％
を公開買付けにより、下記の通り取得いたしました。 

 １．取得の目的 
   当社は、競争の激化する物流業界で、当社グループの志向する３ＰＬ事業において高いクオリティを顧客に
提供し、当社グループの競争力を更に向上させていくためには、物流センター事業の拡大に加え、全国を網羅
する配送ネットワーク造りの必要性を常に考えており、一方、近鉄物流は、その保有する全国的な路線網でト
ラックによる貨物自動車運送事業を展開しており、運送業界では有数の企業であり、また、運送単価の引き下
げ、運送業界の競争激化等、事業環境が悪化している中で、コスト削減等事業構造改革に努めて収益力の向上
を達成し、更なる飛躍を目指しておりました。 

   当社と致しましては、近鉄物流と相互に経営資源を活用し、かつ緊密な連携をとっていくことで、顧客に対
し一層合理的・効率的な物流システムを提供しうる先進的な物流企業へ成長・発展していくことができると判
断し、本公開買付けを行うことといたしました。 

 ２． 対象会社の概要（平成 16 年 3月 31 日現在） 

   ① 商 号 近鉄物流株式会社 

   ② 主 な 事 業 の 内 容 貨物自動車運送事業 

   ③ 資 本 の 額 800,000 千円 

   ④ 最近の事業年度における業績の動向 

    平成 15 年３月期 平成 16 年３月期 
   営業収益 50,039 百万円 49,606 百万円 
   経常利益 371 百万円 705 百万円 
   当期純利益 203 百万円 273 百万円 
   総資産 43,105 百万円 41,701 百万円 
   純資産 3,592 百万円 4,008 百万円 

 ３．株式取得の時期   平成 16 年 10 月 25 日 

 ４．取得した株式の数   13,848,120 株 

 ５．取得価額    １株につき 200 円 

 ６．取得に要した資金   2,770 百万円 

    なお、全額借入金により充当しております。 

 ７．当社の所有する近鉄物流株式会社の株式数及び所有比率 

   買付け前所有株式数 ―株 （所有比率 ―%）
  買付け後所有株式数 13,848,120 株 （所有比率 86.55%）

 ８．その他重要な特約等 

    該当事項はありません。 

 
 
（（（（その他その他その他その他    ））））    

中間配当中間配当中間配当中間配当    
 第34期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）中間配当については、平成16年11月４日開催の取締
役会において、平成16年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次
のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 ① 中間配当金の総額 72,053千円

 ② １株当たり中間配当金 10円00銭

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成16年12月８日
 


